


































がる。1907 年から 1940 年、消費組合が『満鉄生計組合』として改組解消する
までを取り上げたものである。






満鉄消費組合は、1919 年 11 月設立されている。それまでは、調弁所（1907
年 8月）、匿名組合調弁所（1910 年 12 月）、合名会社調弁所（1918 年 9月）、満





















満鉄社員消費組合の組織は、1939 年 3 月末には、組合数は、5万 9千名、こ









年 度 月俸社員数 日給社員数
社 員 雇 員 日本人雇員 中国人雇員 合 計
1907 2, 953 6, 135 4, 129 13, 219
1912 4, 239 7, 666 8, 570 20, 475
1922 6, 698 2, 684 12, 041 14, 614 36, 037
1932 7, 493 3, 725 11, 096 10, 391 32, 705
日 本 人 中 国 人
人 数 給料月額 １人平均日給額 人 数 給料月額
１人平均
日給額
年・月 人 円 銭 円 銭 人 円 銭 円 銭
1917. 3 9, 776 290, 919. 00 0. 99 10, 526 119, 627. 40 0. 38












































































1924 年 11 月、消費組合に対して、一切の援助を打ち切ることを決めた。日本
人小売商の反消運動への対策ではあったが、定款を改めて名実ともに満鉄社員
消費組合として、独立運営がされる歴史的な一歩でもある。5










































































第二次反消運動は、1924 年 6 月、ハルピンで開催された満州商業会議所連


















































その例としては、1930 年 8 月以降、全満蓄音機商組合が、コロンビアやビ
クター会社の製品を、消費組合が取り扱いする事に反対する運動が起ってい










満鉄社員消費組合の盛衰 ― 在満日本人小売商との確執から見る消費組合 ―
45
























































満鉄社員消費組合の盛衰 ― 在満日本人小売商との確執から見る消費組合 ―
47
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  　【一】 現在、新京にある満州国官吏消費組合は、新京限り独立組織とし、他の地方に
支部を設けざる事。

















  　（ホ） 組合で販売すべからざる商品は、依託品でも置かざる事等があるが、これを実行
するに当っては、満洲国政府としても、これが統制と指導監督に当る筈である。
  　【五】 新京に於ける一般小売業者も、各商店のサービス改善を計るため、適当な処置
を講ずる。
  　将来の紛争防止解決の方法。






  　（一） 今後、満州に新に設立さるべき各種組合、及び、既存の各種組合は、今回の協
定、並に、趣旨に則り経営せしめられたし。
  　（二） 日満当該関係間に於いて、法規の制定、其の他、適宜の手段に依り全満的組合





  　    白米、雑穀類、調味料、乾物、海産物、漬物、荒物、綿布類、糸物類、綿、家
庭常用の薬品並に衛生材料、 燃料、鮮魚類、塩干魚、蔬菜、生菓類、鳥獣肉類
卵、 清涼飲料、 清酒 （日本酒、 満洲酒、 ビール）、 茶類（紅茶、 ココア、 コー
ヒ、煎茶、番茶、支那茶）。
  　（二）日常生活必需品たるを用途として、制限すべきもの。
  　    金物類（家庭常用の日用品に限る）、陶磁器類、硝子器、食器類（但し、必需
品に限る）、 瓶詰、 缶詰 （高級品は、 取扱わず）、 文具、 紙、 ゴム靴、 ズック
（高級品は、取扱わず）履物、 雨傘、 足袋類、 化粧品、 石鹸類 （高級品は、取
扱わず）。
  　（三） 洋雑貨類。タオル、カラー靴下、各種ハンカチ、手袋、ネクタイ、メリヤス製





  　（七）煙草類、高級品は取扱わず（以下略）」。（『満洲日報』1935 年 5 月 20 日）
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